
男女共同参画の視点に立った意識の改革

施策の基本方向 (１)意識改革に向けた広報・啓発の推進

主要施策 ①家庭・地域における男女共同参画の意識の啓発

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

1
男女共同参画に
関する意識の啓
発

性別にかかわりなく一人ひとりがお互いを認
め合い、尊重しながら、共に参画できる男女
共同参画社会の実現を目指して、様々な機
会を捉えて啓発を行います。特に、平成２１
年１１月に「男女共同参画都市」宣言したこと
を機に設けられた１１月の推進月間には、男
女共同参画社会推進懇話会と連携して広く
住民へ関心と理解を深めるために啓発行事
を実施します。

１１月の男女共同参画推進月間
に講演会を開催し、町職員や住
民に関心と理解を深めるための
事業を実施した。

A
今後も引き続き広く住民の意識
啓発に努める。

総務課

主要施策 ②男女共同参画に関する広報・啓発活動の推進

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

2
図書・資料の収
集と情報の提供

男女共同参画に関する図書や資料などを随
時収集し、男女共同参画週間等には、特設
展示するなど、住民の多くに興味・関心を持
たせる情報の提供に努めます。

四賢婦人記念館で女子教育の
礎である矢嶋４姉妹の功績を顕
彰した。(生涯学習課）

１１月の「輝らめきまつり」イベン
トに併せ、啓発パネルを男女共
同参画センターに展示した。（総
務課）

A

今後も、四賢婦人の功績を顕彰
していく。（生涯学習課）

今後も資料の収集、情報の提供
に努める。（総務課）

生涯学習課
総務課

3
啓発講座等の開
催

住民のすべての人たちに男女共同参画社会
実現に向けての意識が深まるよう、啓発講座
や講演会、映画上映会などを開催します。

住民を対象に「男女共同参画に
ついて学ぼう！」と題し、「男女共
同参画の現状とこれから」を学ぶ
学習会と人権啓発映画上映を実
施した。

A
住民に身近でわかりやすい内容
のテーマを検討し、さらに充実を
図る。

総務課

第２次益城町男女共同参画計画事業進捗状況表

基本目標　　１

進捗状況　：　Ａ概ね順調、　Ｂやや遅れ、　Ｃ未実施



4
広報誌・情報誌
による啓発

町の広報誌やホームページを通じて男女共
同参画に関する啓発記事を積極的に掲載し
ます。また、男女共同参画社会推進懇話会
の編集による情報誌「すてっぷ」を継続して各
家庭に配布するとともに紙面の充実を図りま
す。

広報誌や情報誌「すてっぷ」によ
る啓発及び男女共同参画川柳
の募集による啓発を実施した。

A
今後も様々な機会、場所での啓
発に努める。

総務課

施策の基本方向 (２)男女共同参画を推進する教育・学習の充実

主要施策 ①学校等における男女平等等の推進

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

保育所・幼稚園では、性別にとらわれず、個
性を尊重し、それぞれの発育過程にあわせ、
男女共同参画の視点に応じた保育、教育を
推進します。

性別によって線引きをせず、個
性を大切にし、発達段階に応じ
てすべての子どもが楽しく活動で
きるようにしながら保育、教育を
実施している。

A

男女共同参画に対する職員の
意識の向上と職員間の共通理
解に努め、保育に取り組んでい
く。

子ども課

学校では生活全般において、固定的性別役
割分担意識の解消をめざし、男女共同の精
神を育む教育に努めます。また、性や男女の
あり方について、児童・生徒の心身の発達段
階に応じた性教育を推進します。

学校では生活全般において、固
定的性別役割分担意識の解消
を目指し、男女共同の精神を育
む教育に努めた。

A

学校では生活全般において、固
定的性別役割分担意識の解消
をめざし、男女共同の精神を育
む教育に努める。また、性や男
女のあり方について、児童・生徒
の心身の発達段階に応じた性教
育を推進する。

学校教育課

6
保護者への啓発
の推進

保育参観や学級懇談会などの機会を活用
し、男女が固定的性別役割分担意識に捉わ
れることなく、協力して家事や子育て、介護な
どへの参画を促進するための研修・啓発に努
めます。

保育参観で親学びの講座を実
施、父母ともに交え、子育てにつ
いての意見交換などの研修を実
施した。（子ども課）

学級懇談会などを通じ、男女が
性別役割分担意識に捉われるこ
となく協力して家事や子育て、介
護などへの参画を促進するため
の学習機会を設けた。（学校教
育課）

A

子育てや家事等に、一緒に協力
していくという意識が、若い世代
から男女の区別なく定着していく
ように保育参観等の機会あるご
とに、啓発をしていく。（子ども
課）

学級懇談会などを通じ、男女が
性別役割分担意識に捉われるこ
となく協力して家事や子育て、介
護などへの参画を促進するため
の学習機会を設けた。（学校教
育課）

子ども課
学校教育課

5

子どもの発達段
階に応じた男女
平等等教育の推
進



7 進路指導の充実

児童生徒が将来や進路に対して理解を深
め、集団や社会のなかで体験を通じて豊かな
心や感性を持ち「生きる力」を育むよう、職場
見学・職場体験学習の充実を図ります。
また、一人ひとりの個性や適性に応じた進路
指導を推進します。

固定的な性別役割分担意識にと
らわれない一人一人の個性や適
性に応じた進路指導に努めた。

A

児童生徒が将来や進路に対して
理解を深め、集団や社会のなか
で体験を通じて豊かな心や感性
を持ち「生きる力」を育むよう、職
場見学・職場体験学習の充実を
図る。
また、一人一人の個性や適性に
応じた進路指導を推進する。

学校教育課

人権の尊重と健康に配慮した社会づくり

施策の基本方向 (１)あらゆる暴力の根絶

主要施策 ①あらゆる暴力への対策

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

プライバシーに十分配慮しながらＤＶ・ハラス
メント・虐待相談に対して適切な対応ができる
よう、窓口相談や弁護士相談など相談体制
の充実を図るとともに、相談窓口の周知徹底
に努めます。

それぞれの相談機関において適
切な対応に心がけ、関係機関と
の連携に努めた。

A
さらに、相談体制の充実を図ると
ともに、相談窓口の広報・啓発を
行う。

総務課
子ども課
住民生活課

被害者が置かれた状況に対し、さまざまな面
からの配慮ができるよう、関係機関と協力連
携を図るとともに、被害者に対する戸籍・住
民票の閲覧等の制限を行い、個人情報を保
護し情報管理の徹底に努めます。

県警等の相談機関や他市町村
等と協力連携を図りながら、戸籍
の附票・住民票の取得や閲覧等
を行っている。事務処理手順に
基づき、適切な情報管理に努め
ている。

A
今後も引き続き情報管理の徹底
に努めながら、支援を行う。

住民生活課

9
セクシャル・ハラ
スメント等の防止

職場におけるセクシャル・ハラスメントやパ
ワーハラスメント（権力を使ったいやがらせ）
などの防止のため、広報や啓発を行い、あら
ゆる形態の暴力の根絶に努めます。

毎年、自己申告書によりセクハ
ラ・パワハラの状況を把握し、上
司との面接や人事異動により解
決している。

A 今後も現在の取組を継続 総務課

8
被害者に配慮し
たＤＶ等の相談体
制の充実

基本目標　　２



10
あらゆる暴力に
関する学習会、
研修会の開催

あらゆる暴力に関して未然に防ぐことができ
るよう、住民に周知し理解してもらうために学
習会等を開催して啓発していきます。また、
若年層を対象に暴力のない対等な関係を築
くための教育・啓発などの取り組みも行って
いきます。

女性に対する暴力のみならず、
あらゆる暴力を未然に防ぐため
に、児童生徒へ学習会等を通じ
啓発活動を行った。

A

あらゆる暴力を未然に防ぐこと
ができるよう、児童生徒に周知し
理解してもらうために学習会等を
開催して啓発していく。また、暴
力のない対等な関係を築くため
の教育・啓発などを推進する。

総務課
福祉課

学校教育課

11

相談・支援に関
わる人の意識向
上と関係機関の
連携

相談を受ける側が専門的知識を習得できる
よう、様々な研修会へ参加し資質の向上を図
ります。また、要保護児童対策及びＤＶ防止
対策地域協議会を核として、県の機関や警
察署、法務局、医療機関などの関係機関と連
携を強化し、ＤＶや虐待の早期発見と早期対
応ができる体制を確立します。

児童相談所主催の研修会等に
参加。要保護児童対策及びDV
防止対策地域協議会の調整機
関として関係機関との連携、早
期発見/早期対応に努めてい
る。

A
今後も引き続き、職員の質の向
上に努める。

総務課
子ども課

施策の基本方向 (２)男性、子どもにとっての男女共同参画の推進

主要施策 ①男性にとっての男女共同参画

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

子育ては男女に共同の責任があるという認
識の定着を図るため、保護者会や学校行事
（保育所・幼稚園も含む）、ＰＴＡ活動・子ども
会活動など、教育の場への男性保護者が参
加しやすい活動内容に努めます。　また、夫
と同伴のサークル参加を勧めるなど、男女共
同による育児支援の推進を図ります。

子育ては男女共同責任という認
識の定着を図るため、学校行事
など教育の場への男性保護者
が参加しやすい活動を実施し
た。

A

子育ては男女に共同の責任が
あるという認識の定着を図るた
め、学校行事など、教育の場へ
男性保護者が参加できる環境づ
くりに努める。

学校教育課
子ども課

健康づくり推進課

男性の固定的性別役割分担意識を解消し、
男性がより暮らしやすくなることへの理解を
深めるため、啓発講座や家庭生活に役立つ
料理教室など男性向け講座の開催に取り組
みます。

公民館講座で男の料理教室を
開催しており、男性の家事に対
する理解を深める取組を行って
いる。また、単発、短期でも同様
の講座を開催した。（生涯学習
課）
男女共同参画センターでも男性
が参加しやすい講座を実施し、
男性の家事参加を応援してい
る。（総務課）

A
来年度も継続して行う予定で、こ
れからも多くの参加者を募ってい
く。

生涯学習課
総務課

12 男性参加の推進



主要施策 ②子育て支援体制の充実

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

13
子どもの権利に
ついての意識啓
発

子どもの基本的人権である生存、発達、保
護、参加の権利を確保するため、特に虐待防
止に関する啓発を毎年１１月の虐待防止月
間に合わせて積極的に実施します。

虐待防止に関する啓発を毎年7
月に小学校3年生対象に、11月
の虐待防止月間には全町に向
けて実施している。

A
今後も啓発活動を実施し、住民
の意識啓発を図る。

子ども課

14
子ども・子育てに
関する相談・支援
体制の充実

子育ての不安や悩みなどを気軽に相談でき
る体制を整え、関係機関と連携を図りながら
対応していきます。また、安心して子育てが
できるよう情報の提供や訪問等の支援の充
実を図ります。

乳児家庭全戸訪問をはじめと
し、子どもの養育に関する様々
な相談に対して関係機関と連携
を図りながら柔軟に対応し、相談
窓口の周知を図る。

A
今後も関係機関と連携を図り、
早期対応、支援を行う。

子ども課
健康づくり推進課

中学校修了前までの子どもを対象に疾病の
早期治療を促進し、その健康の保持および
健全な育成と子育て支援を図るため子ども医
療費の助成を行います。

中学校修了前を対象に引き続き
実施。　県内の外来受診は窓口
負担なしの形をとっており、対象
者および保護者のさらなる負担
軽減につながっている。

A 今後も引き続き事業実施予定 子ども課

子育て中の親子が交流、相談、情報交換で
きる身近な場として開設しているつどいの広
場「とんとん」の事業の継続と内容の充実を
図り、地域における子育ての支援を行ってい
きます。

NPO法人へ委託。
毎月開催している「子育て講座」
は、季節に応じた内容や利用者
のニーズも図りながら実施。

A 今後も引き続き事業実施予定 子ども課

女性の出産後の職場復帰や再就職を容易に
するために、保育所整備や延長保育など保
育サービスの充実を図ります。

平成２６年４月、定員１００名の
保育所１カ所と定員25名分の家
庭的保育施設3か所の整備を
行った。

A
平成２７年４月に定員１００名の
保育所１カ所を整備し、以後も計
画的に保育所を整備していく。

子ども課

15

次世代育成支援
行動計画に基づ
く子育て支援事
業の推進



施策の基本方向 (３)人権に関する意識啓発

主要施策 ①人権意識を高めるための啓発の推進

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

町広報誌に人権啓発記事を掲載することに
より、住民の人権意識の向上を図ります。

広報ましきに人権教育シリーズ
と題し、同和問題をはじめとする
あらゆる人権問題についての啓
発記事を記載している。

A 今後も継続して取り組んでいく。
生涯学習課
秘書広報課

女性、高齢者または障がい者の別なく就労や
社会参加の機会を確保するため、家庭や地
域さらに町内事業所に対し人権教育・啓発を
推進するとともに、女性問題に関する人権に
ついての理解を求めます。また、公民館講座
生をはじめとする住民向けや町内全事業所
を対象とした人権学習会を実施します。

公民館講座生の人権学習会を
12月に実施する予定だったが、
今年は、衆議院選挙のため中止
また、町内企業をはじめ社会教
育団体向けに人権学習会を実
施（11月１１日）

A 今後も継続して取り組んでいく。
福祉課

生涯学習課

家庭や地域、学校、職場など人権意識を高
めていくために人権教育・啓発の一環として
人権フェスティバルを継続して開催します。

今年度は、人権フェスティバルを
１月２４日に開催（展示：ステー
ジ）

A 今後も継続して取り組んでいく。 生涯学習課

17
人権擁護委員に
よる相談事業

女性問題・ＤＶをはじめとする人権問題につ
いて、特設人権相談会を実施するとともに、
学校を通じて人権擁護委員による電話相談
の周知を図っています。今後も、人権擁護委
員と連携した人権相談事業を進めていきま
す。

特設人権相談会　2回開催
学校や保育所にも訪問し、人権
についてわかりやすく説明した。

A
特設人権相談会は今後も開催
予定
学校訪問活動も活発に行う。

福祉課

人権意識を高め
るための教育や
啓発の推進

16



施策の基本方向 (４)高齢者、障がい者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備

主要施策 ①すべての人が安心して暮らせるための支援

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

18
ユニバーサルデ
ザインに基づく施
設の整備

公共施設、道路、公園など、さまざまな人の
利用を想定し、誰もが利用しやすい施設・環
境の整備に努めます。また、民間施設におい
ては、情報提供等により「バリアフリー新法」
や県の「やさしいまちづくり条例」に基づいた
施設・環境整備の意識啓発や理解促進を図
ります。

中央公民館外部改修工事に伴
い、講堂入口の段差解消を行
う。（都市計画課）

A
今後も施設整備の際は、ユニ
バーサルデザインに努める。

都市計画課
建設課

19

さまざまな困難を
抱えている人々
が安心して暮ら
せるための支援

障がい者（児）が地域において自立した日常
生活や社会生活を営むことができるよう、障
がい者福祉サービス等の適切な利用を促進
し、移動支援、地域活動支援センターなどの
支援事業を推進します。また、福祉施設から
一般就労への移行を進め、雇用の場の拡大
に努めます。

障がい者福祉サービス利用者
197名、移動支援利用者が4箇所
で5名、地域活動支援センター利
用者が2箇所で4,844名、一般以
移行者2名の利用状況

A
今後も適切な利用の促進、移行
に努める。

福祉課

20
高齢者の尊厳の
保持と生きがい
づくりの推進

すべての高齢者が尊厳を保つことができる環
境づくりや、心豊かに生活するための生きが
いづくりに努めます。また、生涯、元気でいき
いきとした生活を送れるよう健康づくり、介護
予防事業の充実に努めます。

・老人クラブの育成、補助
・敬老事業（敬老祝金、金婚夫婦
・一人金婚表彰、熊日名人寄席）
・介護予防事業（６５歳・７０歳・７
５歳・地域サロン）の充実
・認知症サポーター等の充実

A
各種事業の見直し・充実を図ると
ともに、地域包括ケアシステムの
構築に努める。

いきいき長寿課

介護を必要とする高齢者の自立支援を図る
とともに介護する者の負担を軽減し、社会全
体で介護を支える体制づくりを推進します。

・在宅支援サービスの充実
・在宅高齢者介護者手当の支給
・家族介護者交流事業の開催
・シルバーヘルパー等の充実
・認知症サポーター養成講座の
開催

A
各種サービスの充実、認知症サ
ポーターを人口の１５％を目標に
養成する。

いきいき長寿課

介護に関する相談業務を関係機関が連携し
て行うことにより、より良いサービスの提供を
めざします。

・地域包括支援センターの相談
業務の充実
・民生委員、高齢者相談員、老
人クラブ女性部、シルバーヘル
パー等の研修等の充実

A
今後も、各種相談業務の充実を
図り、介護に関する情報提供を
行う。

いきいき長寿課

21
高齢者の「介護
する方、される
方」双方の支援



施策の基本方向 (５)生涯を通じた男女の健康支援

主要施策 ①健康づくりの促進

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

母性の重要性を認識するため、保健事業を
通じて母性保護に関する情報提供を行いま
す。

妊娠届出時に健康教育や妊婦
相談を実施
乳幼児健診等母子保健事業に
おいて情報提供を行った。

A
今後も、保健事業を通じて情報
提供を行う。

健康づくり推進課

保健事業を通じてリプロダクティブ・ヘルス/ラ
イツ※に関する情報提供を行います。また、
思春期、妊娠出産、更年期など生涯を通じ
て、女性のためのこころとからだの健康相談
の機会を設けます。

乳幼児健診等母子保健事業を
通じてリプロダクティブ・ヘルス/
ライツに関する情報提供を行い、
女性のためのこころとからだの
健康相談を実施した。

A
今後も、保健事業を通じて情報
提供や、女性のためのこころと
からだの健康相談を行う。

健康づくり推進課

23
健診（検診）事業
の充実

男女がともに健康で充実した生活を送るた
め、特定健診やがん検診などライフサイクル
に応じた健診の機会を設けて健康づくり支援
の充実を図り、各種健診などの受診率の向
上をめざします。また、健診結果に応じた個
別の保健指導、健康サポートなどを説明会や
電話・訪問にて行います。

６月～１２月に健診を実施。健診
後のフォローを健診結果説明
会、電話、訪問にて実施

A
今年度同様に実施。健診受診率
の向上、健診後のフォロー体制
の強化をしていく。

健康づくり推進課

健康教室などを通じて、健康相談、健康教育
の機会を設けます。

住民の方を対象に病態別教室
や団体の方を対象に出前講座
等を実施

A
今後も継続しながら、住民の方
のニーズに合わせた健康教育、
相談を実施していく。

健康づくり推進課

住民の食育の実態を把握し、様々な保健事
業、健康教室などを通じて、健全な食生活の
知識や理解を深め、また食生活の改善を実
践するための支援を行います。

生活習慣、食生活アンケートを
実施し、解析することで食生活の
実態を把握している。

A
今後はアンケート結果に基づき、
各年代層に応じた食育事業を展
開していく。

健康づくり推進課

24
食育、健康教育・
相談事業の充実

22

母性保護・母性
に関わる権利（リ
プロダクティブ・ヘ
ルス/ライツ）の啓
発



主要施策 ②生涯スポーツの推進

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

スポーツ推進委員会をはじめ、総合型地域ス
ポーツクラブなど関係団体と連携した各種ス
ポーツ・レクリエーションを実施することによ
り、スポーツへの参加機会の拡充を図り健康
づくりの支援を行います。

平成２７年度から指定管理者制
度に移行するが、指定管理者と
の協定書に益城町体育協会や
総合型地域スポーツクラブなど
のスポーツ推進団体との協働に
よる生涯スポーツの推進に努め
るよう盛り込み、各種スポーツ教
室等の充実が図られるよう対策
を行った。また、指定管理者の主
催事業としても、健康づくり関連
教室の実施などが計画されてお
り、住民参加の機会増が期待さ
れる。町としても住民のスポーツ
への参加機会の拡充を図るた
め、イベント内容の充実やスポー
ツ教室の開催を行った。

A

今後も、指定管理者を含めた関
係団体との連携を強化し、引き
続き関連事業の充実と住民の健
康づくり意識の啓発に努める。

生涯学習課

住民の健康を維持し、促進するために、生涯
スポーツの活動基盤としての施設の整備を
行い、利用しやすい環境づくりに努めます。

住民の健康づくり活動に快適な
環境を提供するため、常に施設
点検を行い、修繕等の整備を実
施した。

A

指定管理者との連携及び協議を
重ねながら、更なる施設整備と、
住民が利用しやすい快適な環境
づくりに努める。

生涯学習課

さまざまな分野における男女共同参画の推進

施策の基本方向 (１)就業の場における男女共同参画の推進

主要施策 ①施策・方針決定の場への女性の参画の拡大

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

26
女性職員の管理
職への登用

性差に関係なく、個人の能力や適性に応じ
て、積極的に女性職員の管理職への登用を
図ります。

現在、１９名の管理職中２人を登
用している。

B

今年１人が定年退職になるた
め、現状は維持したいが、それ
以上は、その年齢層の女性職員
が少ないので、今以上の登用は
難しい。

総務課

27
審議会等におけ
る女性の積極登
用

審議会等の総委員に対する女性委員の比率
が３０％以上となるよう、委員の選出方法の
見直し等により女性登用の推進を図ります。

全課に対し、女性委員の積極登
用を依頼し、意識づけと推進を
図った。

B
新たに策定された「審議会等の
設置及び運営に関する指針」に
基づき実施する。

総務課
全課

25
生涯スポーツ推
進体制の整備

基本目標　　３



主要施策 ②就業・雇用における男女共同参画の実現

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

28
女性職員の人材
育成

人材育成基本方針を策定し、女性職員も職
場において優れた能力を発揮できるよう、各
種研修への積極的な参加を促し能力向上を
図ります。

人材育成基本方針を策定してい
るが、全然機能しておらず見直し
が必要である。各種研修へ参加
は、希望を取り積極的に参加さ
せている。

B

人材育成基本方針を見直しを行
い、職場における能力向上のた
め、女性職員を各種研修への積
極的な参加を促し人材育成を図
る。

総務課

29
育児休業・介護
休暇等の普及、
啓発

育児や家事及び介護について、男女共に責
任を持ち、参加できるような環境づくりのた
め、育児休業・介護休暇等の普及、啓発を図
ります。

育児休業に関しては、本人の希
望どおり取得ができており、問題
はない。介護休暇に関しては、
取得希望がなかった。

A

今後も育児休業・介護休暇等の
普及、啓発を図り、職員が安心し
て取得ができる環境を継続す
る。

総務課

施策の基本方向 (２)商工業・農林業における男女共同参画の推進

主要施策 ①商工業・農林業の活性化とパートナーシップの推進

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

農業女性アドバイザーによる男女共同参画
促進や女性認定農業者の増加、家族経営協
定の推進など農村女性の地位向上に努めま
す。

農業女性アドバイザーによる男
女共同参画促進や女性認定農
業者の増加、家族経営協定の推
進など農村女性の地位向上に努
めた。

A
今後も引き続き地位向上に努め
る。

農政課

地域で活動する女性たちの交流を進め、地
域活動の活性化を図るために、女性団体な
どの交流や研修の機会を提供します。

地域で活動する女性たちの交流
を進め、地域活動の活性化を図
るために、女性団体などの交流
や研修の機会を提供した。

A

地域で活動する女性たちの交流
を進め、地域活動の活性化を図
るために、女性団体などの交流
や研修の機会を提供していく。

農政課

31
雇用における均
等な機会と待遇
の確保の推進

町内の事業所等に対し、男女雇用機会均等
法等の更なる周知を図ることで、雇用の場に
おける男女の均等な機会が確保されるよう働
きかけます。また、パートタイム労働者等と正
社員との均等・均衡待遇推進のための情報
提供に努めます。

１０月広報紙にてパートタイム労
働法改正に伴う重点ポイントを
記載し、周知、啓発を実施した。

A
今後も様々な媒体を使い、情報
の提供に努める。

企画財政課

30
農村女性の地位
向上と交流機会
の提供



施策の基本方向 (３)女性や災害弱者の視点を踏まえた防災における男女共同参画の推進

主要施策 ①防災における男女共同参画の推進

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

32
人にやさしい安
全・安心のまちづ
くり

通学路を重点的に毎月実施している交通指
令車による定期巡回を今後も継続していきま
す。また、各防犯パトロール隊等と協力し、夜
間の巡回パトロールなどを行いながら住民が
安心して暮らせるまちづくりをめざします。

毎月の交通指令車によるパト
ロール、防犯パトロール隊との連
携し、住民が安心して暮らせるま
ちづくりを実施した。

A
今後も引き続き事業を実施し、
更に警察との連携しながら充実
を図る。

総務課

33
防災活動への男
女共同参画の推
進

消防団と婦人防火クラブが連携し、防災に対
しての広報、啓発を行いながら地域との協力
体制を構築し、また救急・防火訓練等を行い
住民の防災意識の向上を図ります。さらに、
消防団、婦人防火クラブへの加入を推進しま
す。

出初式での炊き出し訓練や避難
訓練などを実施し、また地域との
協力体制を構築することができ
た。

A

今後も引き続き連携しながら、更
に防災意識向上及び消防団、婦
人防火クラブへの加入促進につ
いての広報、啓発の充実を図
る。

総務課

施策の基本方向 (４)男女共同参画の視点に立った地域づくりの推進

主要施策 ①リーダーの育成支援

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

男女共同参画社会づくりを推進するため、け
ん引役となる地域リーダーの育成研修の機
会を提供し地域で活躍できる人材を育成しま
す。

県が主催する地域リーダー研修
生を公募し、１名の参加があっ
た。

A
今後も研修の機会を提供し、県
や町でけん引役となるリーダー
の育成を行う。

総務課

総合型地域スポーツクラブのマネジャー増員
を支援するとともに、スポーツ推進委員の指
導技術向上と新たなスポーツ・レクリエーショ
ン指導者の発掘・養成を図ります。

総合型地域スポーツクラブの理
事会に加わり指導者の意識向上
に向けた助言等を行った。ス
ポーツ推進委員については、研
修参加とともに主催事業を実施
した。

B

スポーツ推進委員会及び総合型
地域スポーツクラブの活性化を
通して、引き続き指導者の発掘・
養成に努める。

生涯学習課

仕事と生活の調和が図れる環境づくり

施策の基本方向 (１)仕事と家庭・地域生活の両立支援

主要施策 ①ワーク・ライフ・バランスの推進

34
地域リーダーの
育成

基本目標　　４



№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

町内の企業等に対して、仕事と家庭の両立
支援を目的としたファミリー・フレンドリー企業
の啓発・推進を行います。

商工会や他自治体より情報の収
集に努め、本町に適した啓発推
進方法について考案中

B
早い段階で、充実した内容の広
報、啓発活動を実施する。

企画財政課

育児・介護休業法について、町内事業所等へ
周知を図り、女性はもとより男性に対しても育
児・介護休業制度の活用促進を働きかけま
す。さらに、男女が共に育児・介護休業などを
取得しやすい環境を整備するよう働きかけま
す。

関係各課と連携し、より良い活用
推進に向けた協議を推進してい
る。

B
関係各課の意見を取りまとめ、
育児、介護休業制度の取得推進
に向け、広く周知していく。

企画財政課
関係課

保護者が仕事などで昼間家庭にいない児童
のために放課後児童クラブの充実を図り、児
童の健全育成及び保護者の仕事と子育ての
両立を支援します。

保護者会に委託し、全小学校７
クラブで実施

A
利用児童増加に伴い、クラブ数
を増やして実施予定

子ども課

緊急時に子どもの一時預かりなどを相互援
助で行うファミリー・サポート・センター事業な
どの地域会員組織の充実を図ります。また、
就労世帯等において、子どもが病気の際に
家庭で保育ができない場合に子どもを預かる
病児・病後児保育事業の充実を図り、子ども
の安全と就労の支援を行います。

ファミサポについては、NPO法人
へ委託し、1か所実施
病児保育事業については、町内
医療機関へ委託し、１か所実施

A 今後も引き続き事業継続予定 子ども課

推進体制の充実・連携強化

施策の基本方向 (１)推進体制の強化

主要施策 ①職員・教職員への啓発

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

36 職員研修の充実

職員を対象に、人権・同和問題及び男女共同
参画に関する学習会を開催し、あらゆる差別
解消に向けて行政職員としての意識高揚を
図っています。また、各種人権問題研修会や
研究集会などにも職員の積極参加を促しま
す。

毎年１１月に職員のレクレーショ
ンと同日に人権学習会を開催し
ている。

A
今後も毎年の職員の行事として
継続

福祉課
総務課

35

仕事と子育てや
介護との両立の
ための制度等の
普及　、定着促進

基本目標　　５



教職員に対し男女平等の本質を理解し、指
導できるように男女共同参画に関する研修へ
の参加を呼びかけます。

男女共同参画に関する資料配
布や研修等への案内、校内研修
会を実施し、指導力の向上に努
めた。

A

教職員に対し男女平等の本質を
理解し、指導できるように男女共
同参画に関する研修等への参
加を呼びかける。

学校教育課

保育士、幼稚園教諭などに対し男女共同参
画について理解し、指導できるように研修会
への参加を促進します。

町の男女共同参画研修会に参
加。その後、園内でも復命検討
を行った。

A
今後も研修会には積極的に参加
するよう努める。

子ども課

施策の基本方向 (２)住民や各種団体等との協働による取組みの推進

主要施策 ①推進体制の充実

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

38
男女共同参画社
会推進懇話会活
動の継続

男女共同参画社会の推進や女性の地位と福
祉の向上をめざして、寸劇や映画上映会など
の啓発活動を継続していきます。

講演会や研修会などの実施によ
り町民に向けた啓発活動を行っ
た。また、情報誌「すてっぷ№１
６」も発行

A
今後も行政と協力のもと活動を
継続する。

総務課

39
男女共同参画社
会推進委員会活
動の推進

男女共同参画社会の形成に向けた施策の総
合的・効果的な推進に関して、各課相互の連
携を密にし、町職員のリーダーとして、積極
的に研修に参加し、委員会の充実に努めま
す。

今年度は、推進委員会の会議・
研修は実施できていない。

B

全庁的に男女共同参画に取り組
むためには年に１回以上は会議
を開き、意識向上のための研修
会を実施したい。

総務課

40
男女共同参画セ
ンターの活用の
促進

男女共同参画に関する相談、支援業務など
を充実させ、その活動拠点となるよう機能の
充実を図っていきます。

男女共同参画の拠点施設として
住民に認識されるようさまざまな
機会でアピールを行った。

A
さらに機能の充実と広報、PRに
力を入れる。

総務課

施策の基本方向 (３)国際的協調の推進

主要施策 ①国際的理解の推進

№ 具体的施策 取り組み内容 平成２６年度の実施状況 進捗状況 今後の対応方針 担当課

41
国際交流・協力
の推進

語学指導外国青年との交流を通して文化や
習慣の違いを学び、理解を深めることで、国
際的広い視野に立つ人材の育成を図りま
す。

各学校にＡＬＴを割り当て、授業
を行ってもらっている。

A
今後も引き続き事業を実施し、
人材の育成を図る。

学校教育課

37
教職員の研修参
加の促進




